
 

「（仮称）嘉島東部台地土地区画整理事業環境影響評価方法書」についての 

熊 本 県 知 事 意 見 
 

 標記方法書の内容を環境保全の専門的見地から審査した結果、環境影響評価の

実施に当たっては、以下の事項に十分配慮する必要がある。 

                                                             

［大気環境］ 

〈騒音・振動〉  

（１）建設機械の稼働に係る騒音の調査地点として、S-4 と S-6 の 2 地点を選定

し、九州自動車道の影響及び町道からの距離減衰を把握することとしている

が、工事実施中の騒音については周辺住宅への影響を評価することが重要で

ある。当該影響評価のため、事業区域と井寺集落との境界付近や、事業区域

とその西側集落との境界付近に調査地点を追加する必要がないか検討する

こと。また、調査地点を追加する必要がないと判断した場合は、具体的な根

拠とともにその理由を記載すること。 

 

（２）建設機械の稼働に係る振動の調査地点として、S-2 と S-5 の 2 地点を選定

しているが、工事実施中の振動については周辺住宅への影響を評価すること

が重要である。当該影響評価のため、事業区域と井寺集落との境界付近や、

事業区域とその西側集落との境界付近に調査地点を追加する必要がないか

検討すること。また、調査地点を追加する必要がないと判断した場合は、具

体的な根拠とともにその理由を記載すること。 

 

［水環境］  

〈水質〉 

（１）p3-13 の記述によると矢形川及び木山川には環境基準の類型指定はなされ

ていない。両河川における水質について環境影響を評価するに当たり、何を

基準として評価を行うのか明確にすること。 

 

（２）表 5-2-3 中「調査地域」欄において、土質の状況について「事業実施区域

内」で調査することとしているが、図 5-2-2 では、事業実施区域外の 3 点を

調査地点に設定している。 

   表 5-2-4 中「予測の基本的な手法」欄において記載されているように、「造

成工事中の降雤時に裸地から発生する濁水」の影響について予測、評価を行

うには、「事業実施区域内」の土質の状況を把握することが必要であること

から、その点を踏まえ調査地点を設定しなおすこと。また、設定した調査地



 

点について、表 5-2-3 と図 5-2-2 との間で整合性のとれた記述にすること。 

 

（３）一般的に「雤水の排水」による影響を評価するうえでは、ファーストフラ

ッシュ時の河川水質への影響評価が重要であり、その評価には、降雤時初期

の水質に関して連続測定を行った結果が必要になると思われる。 

   雤水排水については、調整池に一時的に貯留してから排水することとして

いるが、降雤量と調整池の容量や地下浸透量との関係等からファーストフラ

ッシュが河川水質に影響を及ぼすことがないかどうか十分に検討し、その結

果を示すこと。検討の結果、ファーストフラッシュが河川に流入する可能性

がある場合は、工事着手前及び着手後の降雤時初期に連続測定を行い、影響

の有無を明らかにすること。 

 

（４）雤水排水計画について、「4 ヶ所の調整池を設け、矢形川及び天水川に流出

する前に一時的に貯留し、洪水ピーク時間をずらして矢形川及び天水川に排

水する」とあるが、事業実施区域北東部等からの雤水排水が、九州自動車道

側道の排水路等を経由して木山川に流入する可能性がないか精査するとと

もに、その影響に関する予測及び評価の必要性について検討すること。また、

検討の結果、必要がないと判断した場合は、具体的な根拠とともにその理由

を記載すること。 

 

〈地下水〉 

（１）事業実施区域周辺は上水道が未整備であり、生活用水を地下水に依存して

いるという背景等を考慮すると、本案件において、「地下水」は最も重要な

環境要素の一つである。表 5-2-7 中「調査の基本的な手法」欄において「熊

本県又は嘉島町が実施した調査結果の情報収集並びに当該情報の整理及び

解析」とあるが、これでは具体性に欠けるため、県や町の調査における調査

方法、調査頻度等を記載すること。また、調査項目に関しても明記されてい

ないが、上述の背景にかんがみ、飲用水としての利用の観点からも地下水へ

の影響を評価すること。 

 

［土壌に係る環境その他の環境］  

〈地盤〉 

（１）地盤沈下の状況の調査は、海岸平野部の軟弱地盤地域で発生する圧蜜沈下

による「地盤沈下」の調査だけでなく、火砕流台地での「地盤の陥没」現象

の発生の有無についても調査しておくこと。 

 



 

［動物・植物・生態系］ 

〈動物〉  

（１）陸産貝類の調査時期について、「春季、夏季、秋季」に行うこととしている

が、夏季であれば梅雤時期、秋季であれば秋雤の時期などに調査時期を設定

すること。また、生息区域も限られるため、適切な調査方法を設定すること。 

 

〈植物〉 

（１）江津湖において以前は優占種であったヒラモは、現在絶滅の危機にある種

の一つであるが、事業実施区域周辺においては生育している可能性がある。

表 3-1-15 のリストには挙げられていないが、水生植物の調査の際には注視

して調査を行うこと。 

 

（２）植物相や蘚苔類相の調査手法において、「標本を持ち帰り、室内にて同定す

る」とあるが、文献調査の結果、調査区域には県の指定希少野生動植物等の

重要種が確認される可能性が考えられる。当該種に関しては熊本県野生動植

物の多様性の保全に関する条例第 14 条の規定により、一部を除き、捕獲等

（捕獲、採取、殺傷又は損傷）が禁止されているため、そうした種の調査に

当たっては別途手法を検討すること。 

 

〈生態系〉 

（１）生態系への影響評価に当たっては、「動物・植物の現地調査で得られたデ

ータを元に「注目種」を選定し、種間関係や生息・生育環境の現況を取りま

とめる」こととしているが、選定された種については新たに重点調査を行う

必要がないか検討すること。なお、検討の結果、新たな重点調査の必要がな

いと判断した場合には具体的な根拠とともに検討結果を示すこと。 

 

［景観・人と自然との触れ合いの活動の場］ 

〈景観・人と自然との触れ合いの活動の場〉  

（１）対象地域内にはかなりの高低差があることから、区画整理に伴う擁壁が建

設される。これは、地域の景観を特徴づけるものであり、また、日常生活に

おける印象にも大きな影響を与えることから、歩行者の視点に対する影響の

予測及び評価を行うこと。その際、擁壁の素材やサイズ、擁壁と歩車道との

関わりなどについても想定しながら評価すること。 

 

［廃棄物等］ 

〈廃棄物〉 



 

（１）事業計画地には樹木が生育しており、全てを移設して再利用するのは難し

いことを考慮すると、少なからず建設副産物が発生する。表 4-1-4 では「工

事時の建設廃棄物は、樹木程度であり少ないこと」及び「許可業者に委託し

て適性に処理すること」から環境への影響は少ないものとし、「廃棄物」は

評価項目から除外しているが、適正な処理は当然のことであるし、廃棄物の

量についても具体的な記述がないため、除外理由としては不十分である。 

   ついては、事業に伴い発生する廃棄物についても評価項目に加えること。 


